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行動経済「政策」学のすすめ 
 

多田 洋介∗ 

 
要旨 

 行動経済学を制度設計に応用する試みは、学界とは異なり政策現場では実証的な分析、規範的

な政策提言ともにわずかな例しか存在しない。行動経済学を政策議論のツールとして応用するこ

とを阻みうる要因には非規範性、政府の失敗、倫理性、行動パターンの多様性と文脈依存性があ

り、政策応用の進歩には慎重かつ漸次的なアプローチが重要である。 
キーワード：行動制度設計、情報政策、穏健なパターなリズム 

 
１．はじめに 

 2002 年のカーネマン教授のノーベル経済学賞受賞以降、行動経済学に関する論文・著作が蓄積

され、マスコミの注目も高まるなど、国内でも行動経済学は実証経済学の柱の一つとして既に市

民権を得たといえる。最近は脳科学と融合し fMRI 等を用いた経済行動と脳の活動の関係の分析

する神経経済学の登場により、合理的基準とは離れた行動パターンを心理・感情の側面から説明

しようという実証的方法論は進化を遂げている。他方、行動経済学の発見を公共政策に活かすと

いう面においては、国内外の学界では活発な動きとなっているが実際の政策現場においては行動

経済学の果たしている役割はまだまだ限られたものである。 

本稿は、行動経済学を現実の政策分析・立案に活用することの可能性について議論する。２節

は、政策応用のアプローチを消費者行動の診断とそれに基づく制度設計に分け、３節は後者の有

力な概念である「穏健なパターナリズム」について述べる。４節では、政策応用の現状として、

学界、そして OECD を例に公的機関における状況を概観し、政策現場における行動経済学のプレ

ゼンすの低さについて見る。５節は、政策現場において行動経済学の活用を妨げうる要因を論ず

る。６節は政策応用へのフィージブルなアプローチについて述べ、結語とする。 

 

２．政策応用のアプローチ：診断と制度設計 

 行動経済学は潜在的にはマクロ政策から社会保障、税制設計、消費者政策まであまねく広い政

策分野に応用可能である。他方、一口に行動経済学を政策に応用するといっても、そのアプロー

チは大きく①政策効果の現状認識と、②政策の立案・制度設計における活用の２つに分けられる。 

 アプローチの第一は、現実の制度や政策が政策決定者の意図通りに効果を発揮しているか否か

を、制度が対象とする消費者等の反応から検証するという実証経済学の範疇に属するもので、仮

にこれを「行動経済学的診断」と呼ぼう。制度・政策が伝統的な新古典派経済学に則って採用さ

れた場合、税制・社会保障制度であれ規制政策であれ、その対象となる経済プレーヤーは合理的

経済人―すなわち極めて合理的に情報処理を行い、異時点間の行動について極めて自制的であり、

極めて利己的な人間（以下、「合理性」とする）を想定して組み立てられる。政府が政策によって
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介入するのは、自然独占や外部性、情報非対称性など伝統的な市場の失敗に基づくからであり、

経済プレーヤーの合理性に疑問を差し挟むものではない。この場合「診断」は、実際の消費者の

反応が、制度の想定する合理性基準に沿ったものであるか、行動経済学の行動パターンで説明さ

れるのかどうかの検証にある。一方、マクロ経済政策の場合、少なくとも一部の消費者について

所得の増分の多くを消費の増加に充てるというケインジアン経済学の発想を織り込んで政策が実

施される場合も多い。この場合の「診断」は例えば、ある景気刺激的減税策が、想定通りの消費

刺激効果を発揮しているか、想定よりも小さい場合、それは限定合理的な消費者のシェアが想定

よりも小さいためか、減税策のプレゼンの方法に問題があるためか等の視点から行われる。 

 政策応用の第二のアプローチは、現実の経済プレーヤーが合理性基準には必ずしも従わないこ

とを前提とした上で、新たに制度を設計、既存の制度を改革するという規範的アプローチであり、

これを DellaVigna（2008）の言葉を「借り行動制度設計（Behavioural institutional design）」と呼

ぼう。DellaVigna はこれを「消費者のバイアスに対抗し、社会厚生を高める」方法論と定義して

いるが、より包括的体系的にとらえれば以下のような類型を含みうる。すなわち、第一は、

DellaVigna と同様、消費者の持つ合理性から乖離したバイアスに何らかの形で対処し、政府が考

える「望ましい」方向へと誘導するよう政策・制度を設計するアプローチである（是正・誘導型）。

これはさらに、政策の目的として、消費者の非合理的な選好やバイアスを合理的なものに修正す

る場合（矯正）と所与のものとする場合（非矯正）に、手段として税制や規制等価格体系に影響

を与えることで結果として現れる行動を「望ましい」方向に促すケース（市場介入型）と、情報

の提供やフレーミングによりこれを逆手に利用して政府の目的を追求するケース（情報政策型）

に分かれる。例えば矯正は、ヒューリスティックスに見られるように、厚生上望ましくないと考

えられる判断上のミスを適切かつ十分な情報提供によって取り除く場合に適用されうるが、これ

らバイアスが人間の本源的なものでるならば強制的にこれを修正するという手法は必ずしもは適

当ではない。市場介入型は、双曲割引に由来する喫煙等の中毒行動を（外部性で正当化される以

上の）課税により抑制すること等がある。情報政策型は、馴染みの情報に意思決定が左右される

利用可能性を利用して広告規制により喫煙のリスクを強調し喫煙行動を減らす、デフォルト効果

を利用して企業年金への加入率を向上される等がある。また減税議論のように、プレゼンの在り

方を変えることにより消費者の政策への反応を調整するリフレーミングもこの範疇に含まれる。 

第二は、上記が政府の目的関数をあくまで合理性に則った社会厚生関数とするのに対して、消

費者の選好をそのまま政府の目的関数として捉え、最大化するアプローチである（適応型）。消費

者の選好が合理性から乖離したとしても政府がこれを望ましいと見なす場合であり、純粋利他主

義やウォームグロー等の社会的選好を社会厚生関数の構成要素として、遺産税制や寄付税制を設

計するというケース等が考えられる。但し、社会的選好を社会厚生関数に用いることには、それ

を形成する心理メカニズムが他のモデルと異なり明確でないこと、特に社会的選好の場合、文脈

によって複数の動機が働きうること等の理由から否定的な見解が多い（Bernheim et al. 2006）。 

 

３．「穏健なパターナリズム」による規範的アプローチ 

規範的アプローチ、特に是正・誘導型の中で有望視されているものが「穏健なパターナリズム」

である。通常のパターナリズムは、政府が消費者のある種の活動を制限する形をとる。その前提
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には人々の判断や選択には非合理性があるという行動経済学の考え方と共通するものがある。こ

うした民間部門による選択の自由を制限するパターナリズムに対しては、合理的に行動できる

人々の行動も制約してしまうことから効率性を損なうという問題点がある。こうした厳格なパタ

ーナリズムに対して、合理的な消費者の活動をできるだけ阻害せず、非合理的な人々の行動を望

ましい方向に導くというソフトな形態のパターナリズムが提唱されている。 

ここでは穏健なパターナリズムの社会厚生上の意味について Camerer et al.（2003）に沿って説

明する。社会に占める合理的でない消費者の割合をｐ、合理的な消費者のそれを１－ｐと想定し、

政策介入による非合理的な消費者の純便益（合理性基準に則った望ましい行動をとることによる

効用の増分）をＢ、合理的消費者にとってのコスト（自由意志による選択を阻害される場合の不

効用）をＣ、政策を実施するための費用をＩ、政策によって企業の費用が増加する場合の利潤減

を－△Πとすると、穏健なパターナリズム政策を導入した場合の社会厚生の変化は以下となる。 

ΔＷ＝（ｐ*Ｂ）‐（１－ｐ）*Ｃ‐Ｉ＋△Π 

Camerer et al.はこれがゼロを上回る限り政府の介入が正当化されるとしている。つまり、社会に

非合理的な消費者が多いほど、合理的消費者の選択の自由を阻害する程度が小さいほど、実施コ

ストや企業利益への影響が小さいほど、穏健なパターナリズムはパレート改善的な政策となる。

上の例について言うと、喫煙に対しての外部性に対処する以上の課税は、合理的に喫煙行動をと

っている消費者の厚生を減じることになり、その社会に占めるウェイト（１－ｐ）、社会的コスト

の大きさ（Ｃ）が大きければ望ましい介入とはいえない。また喫煙の広告規制については、合理

的消費者への影響は小さいかもしれないが、政策実施コスト（Ｉ）や企業利益への影響（△Π）

によってパレート改善的ではないかもしれない。他方、デフォルト効果を用いる等のリフレーミ

ングの場合、合理的消費者にとってはフレームの在り方如何は行動に影響を与えるものではなく、

また実施コスト等を限定的なため、介入形態としては受け入れやすいものといえる。 

 

４．行動経済学の活用例：アカデミアと政策当局での状況の違い 

 ここでは学界と政策現場における行動経済学を用いた政策分析の現状を整理する。学界では国

内外を問わず政策面での多数の分析・提言がなされている。応用分野として最も盛んなのは確定

拠出年金の加入率向上に関するもので、Choi et al.（2002）は米国 401(k)プランについて、従業員

が年金制度に加入している状態がデフォルトであれば、いつでも制度から脱退できる（オプトア

ウト）としても、加入していない状態をデフォルトとした場合に比べ、結果的に制度に残り続け

る人が多いことを示した。Benartzi et al.（2004）はデフォルト効果を用い、SMarT というオプト

アウト可能だが、昇給のたびに拠出金を増やすプランを設定したところ拠出率が上昇する効果を

確認した。デフォルトにより加入率を引き上げる手法は、非合理的な理由により老後の貯蓄を行

うことが困難な消費者の厚生を高める一方、合理的な消費者の選択には影響せず、政策実施コス

トも限定的という点で穏健なパターナリズムの典型的な成功例となっている。他の分野では、長

時間労働と時間規制の有効性（大竹等 2008）、消費者金融の過剰債務問題と上限金利規制の是非

（筒井等 2007）、税制では、減税は「戻し」という現状復帰よりも「ボーナス」というフレーミ

ングによる方が需要刺激効果が高い可能性（Epley et al. 2005）、税額が明記されていないなど不透

明な消費課税下での過剰消費の可能性（Chetty et al.2005） 等、広範な分野で議論が進んでいる。 
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他方、各国政府や関係機関でも最近、行動経済学の研究を行う事例1が出てきているが、Benartzi 
et al.を受けた米国の 2006 年年金保護法を除いてはあくまで検討段階の域を出ているわけではな

い。では国際機関における状況はどうか。ここでは OECD を例に行動経済学の活用状況を整理す

る。ここで OECD を取り上げるのは、マクロ経済に留まらず医療、教育、競争政策等幅広い構造

分野をカバーし、各国横断的な政策研究や各国スペシフィックな政策提言を行っていることから、

行動経済学を応用するという観点でポテンシャルが高いと考えるからである。特に、加盟国及び

主要非加盟国について定期的に政策提言する「経済サーベイ」は近年構造問題を深く取り上げて

きており、行動経済学のケーススタディに適した環境が用意されているといえる。 

 まず、学界同様、年金に関する分析はある程度進んでいる。例えば、Tapia and Yermo（2007）

は豪州、加盟・非加盟国を問わず公的年金の一環として強制積立方式を採用している諸国につい

て年金資産運用の状況を分析し、①ファンドの選択肢を少なくしている国の方が加入者によるア

クディブな運用がなされているとの診断の一方、②デフォルト型プランの影響も大きいことから、

デフォルトおける株式投資のシェアを拡大すること等を提言している。また、アイルランド経済

サーベイでは、定額の基礎年金を補完する民間企業年金の加入率向上策としてデフォルトの設定

を提言している（OECD2008a）。消費者政策の分野でも、ここ数年で円卓会議を二度開催し報告

書をまとめるなど活発な動きをみせているが、消費者政策を考える上での行動経済学の重要性や

穏健なパターナリズムの有効性を確認するなど学界の動きをなぞったものとなっている。また各

国経済サーベイで消費者政策に触れている場合であっても、行動経済学に基づく分析・提言は今

のところなされていない。これに限らず、加盟 30 カ国の直近の経済サーベイを見渡しても、先の

アイルランドの例の他には、ドイツにおける夫婦合算課税が心理面から副次的所得者の勤労意欲

に与える影響（OECD2008b）や、米国で所得に連動して返済額を設定する奨学金が広がらない理

由としてデフォルト効果を挙げる（OECD2007）等で行動経済学的な診断が行われているだけで、

政策提言における応用は皆無といってもよい。 

 

５．なぜ政策現場で行動経済学は不人気なのか：４つの潜在的な問題 

 このように学界と比べ、なぜ政策現場では行動経済学の応用が進んでいないだろうか。その理

由は必ずしも明確に示されているわけではないが、行動経済学の浸透の低さや誤解に基づくもの

（非合理性はランダムである等）と行動経済学の本質的な問題点に関わるものがありうる。ここ

では行動経済学の応用可能性の将来を占う意味でより重要な後者に特化して議論する。行動経済

学に基づく政策介入については Glaeser（2005）や松島（2008）等多様な視点からの批判があるが、

筆者なりに行動経済学を政策提言に応用する際の問題点を整理し直すと以下の４点に集約できる。 

第一は既に触れたと重複するが、行動経済学に内在する非規範性の問題である。すなわち、ヒ

ューリスティックスについては「判断の誤り」として、政府による何らかの是正・誘導策が正当

化しやすいが、損失回避をはじめその他の行動パターンについては、対立概念としての合理性モ

デルが果たして「望ましい」のか否かについて明確な答がないことである。 

                                                  
1 英国 FSA は 2008 年に消費者の金融能力に関する研究を、豪州生産性委員会は 2007 年に消費者政策

に焦点を置いた政策応用可能性に関するカンファレンスを、米国ボストン連銀では 2007 年に金融政策

への応用を中心としたカンファレンスが開催されている。 
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第二は新たな政府の失敗である。消費者側に非合理的な行動が構造的に見られるのであれば、

政治家や官僚を含め政策当局者も同様のバイアスを持ちうる。政府の失敗が通常の意味では、市

場の失敗の是正を目的とした政府の介入が利益団体の影響等によりかえって効率性を損なうこと

を指すが、ここでは政府の意思決定の問題を心理面に拡張している点で新たな形態の失敗と呼び

うる。バイアスを持つ政府が社会厚生の最大化を意図して制度を設計しても、意図とは異なりパ

レート悪化的な結果となりかねない。DellaVigna は反復や経験から消費者よりも政策当局を含む

他の経済主体の方がよりバイアスから自由であると推論している一方、Glaeser は消費者・政策当

局がともにバイアスを持っている場合、消費者の方が間違いを是正する誘因が強い等の理由から

穏健なパターナリズムであっても政府による介入は正当化されないとしている。また、個人と比

較して集団による意思決定は極端な方向に触れうるという社会心理学の教訓も無視できない。 

 第三は消費者のバイアスを利用することの倫理性である。松島は倫理性の観点から「パターナ

リズムは、心ない政策担当者が経済厚生の基準を作為的に操作して個人をそそのかして、制度を

無視して自分に都合のいい社会を形作ろうとする危険性をはらむ」との最も右翼的な批判を展開

している。これは基本的には選択の自由を阻害するような強いパターナリズムに対するアンチテ

ーゼであり、人々の選択を可能な限り阻害しない穏やかなパターナリズムに対しては直接的には

当たらない。他方、穏やかなパターナリズムであっても、Glaeser は消費者の非合理的なバイアス

に基づく行動を是正しようという政策は、消費者に対してそうした行動は社会通念的に好ましく

ないとの烙印を押すことにより、一種の心理的な税を課する効果があり、しかも何ら税収を生み

出さない点で非効率であると批判している。また、情報政策型の場合には倫理性の観点で特に慎

重を期す必要がある。例えば、税制の例では Epley et al.のように消費者の損失回避性をいわば利

用する形で減税の景気刺激効果を高めようとするのは、その目的からみれば妥当であっても、政

府の意図が知られるようになった場合、消費者はある意味で搾取されたと考え、政府に対する信

認が失われ、次の機会以降には政府の意図通りの行動を取らないようになるかもしれない。さら

に、Chetty et al.の消費者は不透明な税に反応しにくいとの仮説から、例えば一時的な増収のため

に、消費税引上げの際、小売段階で税を表記しない方式を採用するというような手法は非効率で

あるばかりか、消費者のバイアスを悪用する手法であり許容されうるものではなかろう。 

 第四は行動パターンの多様性である。消費者が経済的問題についてバイアスを持つといっても、

それは画一的なものではないかもしれない。例えば自信過剰というバイアスを持つ消費者がいる

一方で、逆に自身に対して極度に悲観的になる自信過小というバイアスを持つ者も存在する。関

連してまた滅多にない事象に対する確率評価という反応も、一方でプロスペクト理論が示唆する

ように矮小な確率を過大評価する消費者が存在するが、他方では滅多に起らない事象であれば意

思決定プロセスでその確率を無視してしまう者もいる。このような場合、自信過剰な消費者のみ

を念頭に製品の安全性表示基準や金融商品広告の規制を強化すれば、これら消費者の行き過ぎた

経済活動を抑制できる一方で、自信過小な消費者の経済活動を必要以上に委縮させてしまうとい

うリスクがある。関連して、行動経済学はリスクへの対応にはプロスペクト理論、異時点間行動

には双曲割引など文脈ごとにパッチワークのようにモデルを対応させるもので、伝統的な経済学

に基づく制度設計のように体系的かつ節約的な行動モデルをもとに議論することになじまないと

いう問題がある。また、同じ文脈内でも上記のように相反する行動パターンが存在したり、非利
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己的行動であっても複数の動機が並存しうるため、現存の合理性モデルのように節約性の高いモ

デルが確立されるまでは、政策決定者にとって必ずしも道標となり難いという問題もある。 

 

６．結語：慎重かつ漸次的なアプローチの妥当性 

 本稿では政策現場における行動経済学の活用はわずかな例を除いて皆無であり、今後もその活

用を阻みうるいくつかの構造的な要因について述べた。以上を踏まえると行動経済学を政策に応

用する行動経済政策学は、まずは行動経済学的診断による政策効果の検証を統計データ、アンケ

ート、経済実験等から蓄積していくとともに、行動制度設計について以下の慎重かつ漸次的な原

則に則って「小さく産んで大きく育てる」という姿勢が必要と考える。 
－節約性の高いモデルが確立されるまでは合理性モデルを前提とした制度設計を軸とする 
－行動経済学的見地から予想される望ましくない帰結に対し情報政策を中心に是正・誘導を図る 
－バイアスの有無、多様性を踏まえ穏健なパターナリズムに即した費用便益分析を慎重に行う 
－政府によるバイアスを和らげるため行動経済学者の関与・助言を求める 
－情報政策に際しては、政府による濫用を避け、税収等がからむ場合は慎重に対処する 
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